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(2) 犬猫の殺処分譲渡頭数

収容された犬猫は可能な限り新しい飼い主に譲渡を行っています。 

ミルクボランティア事業や犬猫譲渡サポート店制度など譲渡推進の取り組みにより、令和元

年度には実質的殺処分ゼロを達成しましたが、攻撃性や疾病により譲渡困難な犬猫について

は、やむを得ず殺処分を行っています。また、その多くは飼い主不明の子猫となっています。 

① 犬

年 度 27 28 29 30 1 2 

収容後死亡 10 8 7 5 5 4 

譲渡不適 30 5 20 7 25 6 

実質的殺処分 0 0 0 0 0 0 

殺処分計 40 13 27 12 30 10 

譲渡 77 93 61 60 59 30 

② 猫

年 度 27 28 29 30 1 2 

収容後死亡 91 72 69 67 64 43 

譲渡不適 59 34 150 280 202 191 

実質的殺処分 301 187 95 50 0 0 

殺処分計 451 293 314 397 266 234 

（うち子猫） (375) (223) (227) (317) (213) (179) 

譲渡 99 169 192 182 138 119 

課題 

 実質的殺処分ゼロを維持するための取り組みが必要です。

 譲渡判定の見直しや譲渡不適の犬猫の取扱いについて検討する必要があります。

 飼い主不明の子猫の収容を減らすため、地域猫活動等により飼い主のいない猫の不

妊去勢手術を推進する必要があります。
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２ 犬猫に関する苦情件数及び苦情内容 

 犬猫の飼育等に関する苦情については、電話または窓口で申し立てを聞き取り、飼い主や原因

者が判明している場合は、動物愛護管理センターの職員が直接現場に出向いて指導を行うなど

の対応を行っています。 

 苦情件数は、犬は横ばい、猫は増加傾向で、申し立ての多い内容は、犬では「鳴き声」や「糞の

放置」、猫では「糞尿被害」や「飼い主のいない猫への不適切な給餌」となっています。 

(1) 犬

課題 

 ノーリードや糞の放置などの犬の散歩等のマナー向上のための効果的な指導啓

発が必要です

 犬のしつけの必要性や適正飼育に関して啓発を行う必要があります。
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第３章 計画の基本事項 

１ 計画の目的 

 「人と動物との調和のとれた共生社会」の実現を目的とします。 

 

２ 福岡市動物行政の方向性 

 生命の尊重や尊厳を守るという視点に立って、従来の捕獲・回収・引取り等の取締りや

管理などを行う動物行政から、動物愛護・適正飼育の普及啓発に重点を置いた動物行政

へ移行してまいりました。 

 今後、動物愛護とともに、動物の不適切な飼育や給餌等による危害や迷惑を防止する

ため、行政内部の関係部署の連携並びに行政と飼い主、動物取扱業者、動物関係団体、市

民とのさらなる連携を図りながら適正飼育の普及啓発の取り組みを推進します。 

 

３ 計画の実施期間 

 計画策定日から１０年間（令和１３年度末） 

 計画の進捗状況や目標の達成度を検証しながら、５年を目途に計画の見直しを行いま

す。 

 

４ 対象地域 

 福岡市内全域 

 

５ 計画の位置付け 

 第３次計画は福岡市総合計画体系における中期計画である政策推進プランの主要事業

「動物の愛護及び・管理推進事業」を進める実施計画として位置付けます。 

 同時に福岡市の保健福祉分野の方向性と基本理念を示すマスタープランである「保健

福祉総合計画」の基本施策「くらしの衛生向上動物の愛護・適正飼育の推進」を踏まえる

ものとします。 
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第５章 施策の柱 

１ 動物愛護・適正飼育の推進 

 「人と動物との調和のとれた社会」の実現のために不可欠な、動物の生命を尊重する気風と責任、

動物の適正飼育や取扱い、動物の生理及び生体に関する知識の普及啓発を行います。 

２ 飼い主のいない猫問題対策 

 飼い主のいない猫に起因する迷惑や住民間のトラブルの発生防止、また飼い主のいない猫の引

取り数削減のため、不適切な給餌に対する指導啓発を行いながら、地域猫活動等への取り組みへ

の支援など不妊去勢手術を進めていきます。 

３ 譲渡の推進 

 収容された犬猫について飼い主への返還に努めるとともに、飼い主が判明しないものは動物関

係団体や動物取扱業者等と連携し可能な限り新しい飼い主に譲渡を行います。 

４ 多頭飼育問題対策 

 周辺の生活環境に大きな影響を与える不適切な多頭飼育に起因する問題に対し、社会福祉部局

等との連携を図り解決に取り組むとともに、発生防止に努めます。 

５ 監視指導 

 関係法令遵守や動物愛護推進の観点から動物取扱業、実験動物飼育施設、産業動物飼育施設等

への効果的な監視指導を行います。 

６ マイクロチップ装着の推進 

遺棄防止や逸走時の返還率向上のため、犬猫へのマイクロチップの装着を推進します。 

７ 狂犬病予防 

狂犬病の発生やまん延防止のため、犬の登録率及び狂犬病予防注射実施率の向上を図ります。 

８ 共働の推進 

 これまで培ってきた動物関係団体との共働関係を継続し、新たな連携や協力体制を構築します。

また、動物愛護管理センターの取り組みに協力するボランティアを積極的に受け入れるとともに

活動の場を広げていきます。 

９ 危機管理対策 

 動物による人の生命等に対する侵害及び狂犬病の発生予防並びに災害発生時及び狂犬病発生

時に迅速かつ的確な対応を行うため、危機管理体制の整備を行います。 












